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1．下水道 BCP の趣旨と基本方針 

1.1 下水道 BCP（感染症対策編）の策定趣旨と目的 

新型インフルエンザ等とは、感染症法第 6 条第 7 項において、「新たに人から人に伝

染する能力を有することとなったウイルスを病原体とするインフルエンザであって、

一般に国民が当該感染症に対する免疫を獲得していないことから、当該感染症の全国

的かつ急速なまん延により、国民の生命および健康に重大な影響を与えるおそれがあ

ると認められるものをいう。」と定義されている。新型インフルエンザ、再興型インフ

ルエンザ、新型コロナウイルス感染症、再興型コロナウイルス感染症を含めた感染症

を総称して「新型インフルエンザ等感染症」とされている。新型インフルエンザ等感

染症の感染経路は特定できないが、咳やくしゃみとともに放出されたウイルスを吸い

込むことによっておこる「飛沫感染」、ウイルスが付着したものに触れた後に目、鼻、

口などに触れることで、粘膜・結膜などを通じて感染する「接触感染」、飛沫の水分が

蒸発して乾燥し、さらに小さな粒子となり空気中を漂い、離れた場所にいる人がこれ

を吸い込むことによって感染する「空気感染」の 3 つが感染経路とされている。基本

的には、通常の季節性インフルエンザと同様に「飛沫感染」、「接触感染」の 2 つを想

定した対策を講じる必要があると考えられている。 

 

 

出典：新型インフルエンザ等対応中央省庁業務継続ガイドライン 

平成 26 年 3 月 31 日 Ｐ20 

図 1.1.1 新型インフルエンザの主な感染経路 

 

2019 年 12 月に中国の湖北省武漢市で新型コロナウイルス感染症（COVIS-19）の発生

が確認され、2020 年 1 月には日本で発生が確認される等、世界各地に感染が広がった。

その感染対策として、外出の自粛や休業措置、ワクチンの開発等が世界各地で進めら

れ、感染抑制の効果を一時的に見せることもあるが、ウイルス確認当初よりも感染力

が強く重症化しやすい可能性のある変異株や、ワクチンが効きにくい可能性がある変

異株の出現もあり、封じ込めが難航している。 

従来では新型インフルエンザ等感染症の流行期間は 8 週間程度を順次繰り返し、ピ

ーク時は 2 週間と予想されてきた。しかし、新型コロナウイルス感染症の流行期間は

長期化している。その影響として、個人消費を中心とした大幅な内需の減少、り患者
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増加に伴う医療機関への負担増加等が表れ、感染予防・対策を継続して徹底的に行う

一方で、通常事業を継続することが求められた。また、感染防止のため、東京を中心

として、時差出勤とテレワークが大きく普及したが、IT 化の遅れや慣行の見直しとい

った課題も見つかった。 

下水道 BCP（感染症対策編）は、新型インフルエンザ等感染症のほか、ヒトからヒト

への感染が懸念される感染症である指定感染症・新感染症を含めて「新型インフルエ

ンザ等」とし、新型インフルエンザ等の発生が予見される・発生している状況下にお

いて、継続して実施すべき通常業務のほか、新型インフルエンザ等に関する業務を整

理し、必要となる職員の確保・配分等について定め、一定水準のレベルの業務を継続

できるように策定する。 

 なお、下水道 BCP（感染症対策編）は新型インフルエンザ等を対象事象とし、大規模

地震、津波、水害を対象事象とした下水道 BCP は「柏市公共下水道事業 業務継続計

画（地震・水害編）」に示す。  
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1.2 下水道 BCP（感染症対策編）の位置づけ 

下水道 BCP は災害発生により下水道機能が低下した場合であっても、下水道業務を

実施・継続するとともに、被災した機能を早期回復させることを目的とした計画であ

る。 

 

（1）下水道 BCP（地震・水害編）との関係 

地震や水害等の自然災害を対象事象にした下水道 BCP（地震・水害編）と、新型イン

フルエンザ等を対象事象にした下水道 BCP（感染症対策編）では、「限られたリソー

スのなかで事業を継続する」という目的は共通しているが、自然災害を対象事象にし

た場合は、突発的に発生した災害から短期間で復旧することに主眼をおき、新型イン

フルエンザ等を対象事象にした場合は、新型インフルエンザ等が発生している時期に

おいても通常業務のうち停止できない中核的な業務を継続し、社会的サービスを維持

することを主眼としている。表 1.2.1、図 1.2.1 に地震災害の BCP と新型インフルエ

ンザ等の BCP の役割の違いを示す。 

  

表 1.2.1 地震災害の BCP と新型インフルエンザ等の BCP の役割の違い 

項目 地震災害 新型インフルエンザ等 

業務継続 

方針 

○できる限り業務の継続・早期復旧を

図る 

○感染リスク、社会的責任、経営面を勘

案し、業務継続のレベルを決める 

被害の 

対象 

○主として施設・設備等、社会インフ

ラへの被害が大きい 

○主として、人への健康被害が大きい 

地理的 

影響範囲 

○被害が地域的・局所的（代替施設で

の操業や取引事業者間の補完が可能） 

○被害が国内全域、全世界的となる（代

替施設での操業や取引事業者間の補完

が不確実） 

被害の 

期間 

○過去事例等からある程度の影響想

定が可能 

○長期化すると考えられるが、不確実性

が高く影響予測が困難 

災害発生と

被害制御 

○主に兆候がなく突発する 

○被害規模は事後の制御不可能 

○海外で発生した場合、国内発生までの

間、準備が可能 

○被害量は感染対策により左右される 

出典：新型インフルエンザ等対応中央省庁業務継続ガイドライン 平成 26 年 3 月 31 日 P2 
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出典：千葉県業務継続計画（新型インフルエンザ編）千葉県防災危機管理部危機管理課 

平成 26 年 1 月策定 P3 

図 1.2.1 発災後の業務レベルの回復概念図 

 

 なお、自然災害と新型インフルエンザ等が同時期に発生することも考慮し、同時期

発生時の業務留意事項は下水道 BCP（地震・水害編）に整理する。 
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（2）新型インフルエンザ等対策行動計画との関係 

 柏市では新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号。以下「特

措法」という。）に基づく「新型インフルエンザ等対策政府行動計画（以下「政府行動

計画」という。）」および「千葉県新型インフルエンザ対策行動計画」を踏まえて、平

成 26 年 8 月に「柏市新型インフルエンザ等対策行動計画（以下、「柏市行動計画」と

いう。）」を策定している。柏市行動計画は柏市の新型インフルエンザ等対策の基本方

針を示すものであり、以下の 2 点を主たる目的としている。 

・感染拡大を可能な限り抑制し、市民の生命および健康を保護する。 

・市民生活および市民経済に及ぼす影響が最小となるようにする。 

 柏市行動計画では被害を想定し、対策をたてているが、BCP と異なり、対策における

人員やモノのリソースの制約、業務の優先順位は検討されていない。表 1.2.2 に下水

道 BCP と行動計画との違いを示す。 

 

表 1.2.2 下水道 BCP と行動計画の違い 

項目 
下水道 BCP 

（感染症対策編） 
柏市行動計画 

通常業務の分類（継続、縮小、休止の分類） ○ ― 

新型インフルエンザ等対策業務の設定 ○ ○ 

感染症拡大防止対策の作成 ○ ○ 

訓練・維持改善計画の作成 ○ ― 
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1.3 下水道 BCP（感染症対策編）の基本方針 

 新型インフルエンザ等が発生した場合、国民生活および国民経済に及ぼす影響が最

小となるように適切な意思決定に基づき業務を継続することが求められる。一方で、

新型インフルエンザ等の発生時は、多くの職員が本人のり患や家族の看病等のため、

休暇を取得する可能性があり、また、感染者と濃厚接触した職員についても外出自粛

を要請され、出勤できなくなる可能性がある。したがって、職員の生命・健康を守り

つつ、必要な業務を継続するためには、職場における感染対策を徹底するとともに、

不要不急の業務を縮小・中断することにより、真に必要な業務に集中させることが必

要となる。「新型インフルエンザ等対応中央省庁業務継続ガイドライン 平成 26 年 3

月 31 日」では、以下を業務継続の基本方針としている。 

 

○強化・拡充業務※1 については、優先的に実施 

○一般継続業務※2については、適切に継続 

○発生時継続業務以外の業務については、大幅に縮小または中断し、人員を発生時継

続業務に投入 

○発生時継続業務以外の業務のうち、感染拡大につながるおそれのある業務について

は、極力中断 

○新型インフルエンザ様症状のある職員に対しては、病気休暇の取得および外出自粛

の徹底を要請 

○患者と濃厚接触し、感染症法第 44 条の 3 第 2 項の規定に基づき外出自粛等を要請さ

れた職員に対しては、特別休暇の取得を認め、外出自粛の徹底を要請 

○発生時継続業務については、職場における感染対策を徹底し、勤務体制を工夫 

出典：新型インフルエンザ等対応中央省庁業務継続ガイドライン 平成 26 年 3 月 31 日 P8 

一部追記 

※1：新型インフルエンザ等の発生により新たに発生し、または業務量が増加するもの 

※2：最低限国民の生活の維持等に必要な業務であって、一定期間、縮小・中断することに

より、国民生活、経済活動や国家の基本的機能に重大な影響を与えることから、業務

量を大幅に縮小することが困難なもの 
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 柏市の全庁的な業務継続計画は地震編のみであり、新型インフルエンザ等を対象事

象とした業務継続計画は策定されていないため、下水道 BCP（感染症対策編）は「新型

インフルエンザ等対応中央省庁業務継続ガイドライン 平成 26 年 3 月 31 日」および

「柏市行動計画」を参照し、基本方針を以下のとおりとする。 

 

下水道 BCP（感染症対策編）基本方針 

○新型インフルエンザ等対応業務※1 を最優先で実施する。  

○選定した通常業務を適切に継続する。 

○発生時実行業務※2 を実施時は感染対策を徹底し、最低限の人員で実行できるように

計画をたてる。 

○発生時実行業務以外の業務は一時的に縮小や延期し、感染拡大につながる業務は極

力停止する。 

※1：新型インフルエンザ等の発生により新たに発生し、または業務量が増加するもの。 

（表 3.1.3 参照） 

※2：新型インフルエンザ等対応業務と継続して行う通常業務のこと。（表 3.1.4 参照） 
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1.4 下水道 BCP の策定体制と運用体制 

 下水道 BCP（感染症対策編）を運用していくためには、責任者を決定し、下水道関連

課で策定する体制の構築が必要となる。また、実際の非常時の対応（新型インフルエ

ンザ等対応業務、発生時実行業務の実施時）には、関連行政部局や民間企業等との調

整が不可欠であるため、平時より関係者と調整を行うことが重要となる。 

 

（1）柏市体制 

 柏市行動計画において、新型インフルエンザ等発生時の体制を以下のとおり定めて

いる。 

 

出典：柏市行動計画 平成 26 年（2014 年）8 月 P16 

図 1.4.1 柏市新型インフルエンザ等危機管理体制 

 

 ①柏市新型インフルエンザ等対策委員会 

  新型インフルエンザ等の発生に備え、平常時から、また、加えて発生時において

も、新型インフルエンザ等感染症発生時に係る医療体制の整備、発生動向の共有化、

対応策の確認等を行う。 

（a）設置基準 

 「柏市新型インフルエンザ等対策委員会設置要領」に基づく。 

（b）体制 

 委員会長 ：保健所長 

 委員会委員：専門家および関係機関 

 事務局  ：保健所（総務企画課および保健予防課） 

 必要に応じて保健所長および専門家等を含める。 
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②柏市新型インフルエンザ等対策本部 

市長を本部長とし、新型インフルエンザ等感染症への対処方針、対策等を決定し、

実施する。 

（a）設置基準 

特措法に基づく政府による「緊急事態宣言」がされた場合、または、市民生活お

よび市民経済に甚大な影響を及ぼすおそれのある新型インフルエンザ等緊急事態が

発生したと市長が認めた場合。 

（b）体制 

本部長  ：市長 

副本部長 ：副市長 

本部構成員：教育長および各部局長等 

事務局  ：総務部および保健所 

 

③柏市新型インフルエンザ等現地対策本部 

上記②による対策本部が設置された際には、保健所長を本部長とし、保健所にお

ける新型インフルエンザ等対策を推進する。 

（a）設置基準 

 柏市新型インフルエンザ等対策本部が設置された場合。 

（b）体制 

本部長  ：保健所長 

本部構成員：保健所内各所属長 

事務局  ：保健所（総務企画課および保健予防課） 

 

④柏市危機管理基本計画等に基づく体制 

特措法に基づく政府による「緊急事態宣言」がされた場合は、上記②の「柏市新

型インフルエンザ等対策本部」が特措法の規定により設置されるが、その前段階に

おいても、柏市民の生活や柏市の業務に一定の影響を及ぼす状況である場合には、

同対策本部の任意設置または、柏市危機管理基本計画等に基づく体制を整備し、新

型インフルエンザ等への対処方針や対策等を決定し、実施する。 

（a）設置基準 

「柏市新型インフルエンザ等対策本部」が特措法の規定により設置される前段階

においても、柏市民の生活や柏市の業務に一定の影響を及ぼす状況である場合 

（b）体制（危機レベル：下に向かって大） 

保健所健康危機管理対策会議 

危機管理連絡会議 

危機管理緊急対策本部 

危機管理対策本部 
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（2）下水道関連課体制 

表 1.4.1 に下水道関連課における下水道 BCP の策定体制と平時の運用体制、表 1.4.2

に関連行政および民間企業等を示す。 

 

表 1.4.1 下水道 BCPの策定体制と平時の運用体制 

区 分 部署・氏名 役  割 

最高責任者 上下水道事業管理者 

・下水道 BCP の策定および運用の全体統括、意思

決定 

・市長への報告 

実務責任者 上下水道局次長（理事） ・最高責任者の補佐 

下水道事業 

担当者 

総務課 

・下水道 BCP策定事務局 

・下水道 BCPの策定および運用の実施統括 

・是正措置の実施状況の確認 

・県および関連行政部局との調整の統括 

・教育の実施 

経営企画課長 
・訓練の企画及び実施 

・総務課長の補佐 

下水道工務課長 

・平時の維持管理 

・連絡先リストおよび施設等の定期点検 

・民間企業等との調整の統括 

※局内に理事が配置される場合、当該理事は最高責任者の補佐に当たる。 
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表 1.4.2 関連行政部局および民間企業等 

 

役割 連絡先

防災安全課
・柏市新型インフルエンザ等対策本
部事務局

TEL：04-7167-1115
FAX：04-7163-2188

危機管理政策課
・柏市新型インフルエンザ等対策本
部事務局

TEL：04-7170-2248
FAX：04-7163-2188

資産管理課
・柏市新型インフルエンザ等対策本
部事務局

TEL：04-7167-1114
FAX：04-7166-6026

人事課 ・応援職員の調整
TEL：04-7167-1113
FAX：04-7166-6026

総務企画課
・柏市新型インフルエンザ等現地対
策本部事務局

TEL：04-7167-1255
FAX：04-7167-1732

保健予防課
・柏市新型インフルエンザ等現地対
策本部事務局

TEL：04-7167-1254
FAX：04-7167-1732

健康増進課 ・ワクチン接種業務
TEL：04-7167-1256
FAX：04-7164-1263

秘書課 ・市長、副市長への報告
TEL：04-7167-1796
FAX：04-7166-0844

広報広聴課 ・HP等による市外への情報の発信
TEL：04-7167-1175
FAX：04-7166-8289

昱株式会社 ・排水ポンプ、樋管の維持管理
TEL：04-7144-2281
FAX：04-7143-2025

株式会社ウォー
ターエージェン
シー

・貯留場、中継ポンプ場、マンホー
ルポンプ場、樋管の維持管理

篠籠田貯留場（または柏事業場）
TEL：04-7143-7071（または04-7170-2774）

保健所

民間企業

広報部

区　分

総務部

危機管理部
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2．非常時対応の基礎的事項の整理 

2.1 被害想定 

新型インフルエンザ等の流行規模は、病原体側の要因（出現した新型インフルエン

ザウイルスの感染力等）や宿主側の要因（人の免疫の状態等）、社会環境など多くの要

素に左右される。また、病原性についても高いものから低いものまで様々な場合があ

り、その発生の時期も含め、事前にこれらを正確に予測することは不可能である。「政

府行動計画」では、科学的知見や過去に世界で大流行したインフルエンザのデータを

参考に、以下のように被害を想定している。 

 

・ 全人口の 25％が新型インフルエンザにり患すると想定した場合、医療機関を受診す

る患者数は、約 1,300 万人～約 2,500 万人と推計。 

・ 入院患者数及び死亡者数については、この推計の上限値である約 2,500万人を基に、

過去に世界で大流行したインフルエンザのデータを使用し、アジアインフルエンザ

等のデータを参考に中等度を致命率 0.53％、スペインインフルエンザのデータを参

考に重度を致命率 2.0％として、中等度の場合では、入院患者数の上限は約 53万人、

死亡者数の上限は約 17 万人となり、重度の場合では、入院患者数の上限は約 200

万人、死亡者数の上限は約 64 万人となると推計。 

・ 全人口の 25％がり患し、流行が各地域で約 8 週間続くという仮定の下での入院患者

の発生分布の試算を行ったところ、中等度の場合、1 日当たりの最大入院患者数は

10.1 万人（流行発生から５週目）と推計され、重度の場合、1 日当たりの最大入院

患者数は 39.9 万人と推計。 

・ なお、これらの推計に当たっては、新型インフルエンザワクチンや抗インフルエン

ザウイルス薬等による介入の影響（効果）、現在の我が国の医療体制、衛生状況等

を一切考慮していないことに留意する必要がある。 

・ 国民の 25％が、流行期間（約 8 週間）にピークを作りながら順次り患する。り患者

は 1 週間から 10 日程度り患し、欠勤。り患した従業員の大部分は、一定の欠勤期

間後、治癒し（免疫得て）、職場に復帰する。 

・ ピーク時（約 2 週間）に従業員が発症して欠勤する場合は、多く見積もっても 5%

程度と考えられるが、従業員自身のり患のほか、むしろ家族の世話、看護等（学校・

保育施設等の臨時休業や、一部の福祉サービスの縮小、家庭での療養などによる）

ため、出勤が困難となる者、不安により出勤しない者がいることを見込み、ピーク

時（約 2 週間）には従業員の最大 40%程度が欠勤するケースが想定される。 

 

出典：政府行動計画 平成 29 年 9 月 12 日（変更）P8～9 抜粋 
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 柏市行動計画では想定する被害を次のとおり定めている。 

 

表 2.1.1 想定する被害（柏市行動計画） 

重度別 中等度（アジアインフルエンザ等） 
重度（スペインインフルエン

ザ） 

致命率 0.53% 2.00% 

医療機関を 

受診する 

患者数 

全国 約 1,300万人～約 2,500人 

千葉県 約 63万人～約 121万人 

柏市 約 4.1万人～約 7.9万人 

入院患者数（上

限値） 

※ 

全国 
約 53万人 

（1日最大 10.1万人） 

約 200万人 

（1日最大 39.9万人） 

千葉県 
約 2.6万人 

（1日最大約 4,900人） 

約 9.7万人 

（1日最大約 19,400人） 

柏市 
約 1,700人 

（1日最大約 320人） 

約 6,300人 

（1日最大約 1,300人） 

死亡者数 

（上限数） 

全国 約 17万人 約 64万人 

千葉県 約 0.8万人 約 3.1万人 

柏市 約 540人 約 2,000人 

職員の欠勤率 柏市 最大 40％ 

※1日あたりの最大入院患者数（8週間続くとして流行発生から 5週目） 

出典：柏市行動計画 P5～6 一部追記 

 

 政府行動計画、柏市行動計画ともに職員の欠勤率は最大 40％としているが、新型イ

ンフルエンザ等の発生により、柏市内において勤務困難者の割合が 50％超となった事

例があり、平均値のみを参照して被害を想定すると、実情に則さない可能性がある。

また、流行の期間のピークも 8 週間を超過し、政府行動計画等の予測と異なることも

あり、具体的な期間は予測できないため、下水道 BCP（感染症対策編）における想定被

害は表 2.1.2 のとおりとする。 

 

表 2.1.2 想定する被害（下水道 BCP（感染症対策編）） 

 

  

項目 被害想定

対象とする感染症

・感染症法※第6条7項に規定する新型インフルエンザ等感染症
・感染症法第6条8項に規定する指定感染症
・感染症法第6条9項に規定する新感染症
（下水道BCP（感染症対策編）では、上記3つを総称して「新型インフルエン
ザ等」と定義する。感染症法上の定義は巻末の参考資料に示す。）

勤務困難とする期間 最長14日間

流行期間 設定なし（予測不可のため）

感染ピークの期間 設定なし（予測不可のため）

職員の出勤率 発生段階に応じて設定する
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2.2 発生段階 

新型インフルエンザ等は、感染の段階に応じてとるべき対応が異なることから、事

前の準備を進め、状況の変化に即応した意思決定を迅速に行うことができるよう、あ

らかじめ発生の段階を設け、各段階において想定される状況に応じた業務方針を定め

ておくことが必要である。 

国全体での発生段階の移行については、WHO が公表する情報を参考としながら、海外

や国内の発生状況を踏まえて、政府対策本部が決定している。 

 

 
出典：政府行動計画 平成 29 年 9 月 12 日（変更） P26 

図 2.2.1 国および地域（都道府県）における発生段階 

 

 

出典：WHO における新型インフルエンザのパンデミックフェーズ改定に伴う新型インフルエンザ等対策政

府行動計画等の変更について 参考資料 4 P2 

図 2.2.2 WHO のパンデミックインフルエンザフェーズ 
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 千葉県新型インフルエンザ等対策行動計画では、国と同様に発生段階を 5 つに分類

しているが、国が決定した発生段階の状況と県内の状況が異なる場合は、千葉県が発

生段階を定め、その移行についても、必要に応じて県が判断することとしている。こ

のため、柏市行動計画も千葉県に準じた 5 つの発生段階に分類し、各段階に対応した

対策を講じていくこととしている。柏市行動計画における発生段階を、表 2.2.1 に示

す。 

 

表 2.2.1 発生段階 

発生段階 状態 

未発生期 新型インフルエンザ等が発生していない状態 

海外発生期 海外で新型インフルエンザ等が発生した状態 

国内発生早期 

国内で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが、全て

の患者の接触歴を疫学調査で追える状態 

 

【対策の基準】 

本市は、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」の有無を勘

案して、各対策を講じる。 

また、新型インフルエンザ等の患者の発生が、東京都等であ

った場合、通勤等で人の移動による感染拡大を考慮し、県内

や市内での患者発生時と同等の各対策を講じる。 

国内感染期 

 

国内のいずれかの都道府県で新型インフルエンザ等の患者の

接触歴が疫学調査で追うことができなくなった状態。 

 

【対策の基準】 

国内発生早期の場合と同様 

県内・市

内感染期 

県内で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学調査で追

うことができなくなった状態（国内感染期のうち、県内で感

染拡大からまん延、患者の減少に至る時期） 

 

【対策の基準】 

本市は、「新型インフルエンザ等緊急事態宣言」の有無を勘

案して、各対策を講じる。 

小康期 
新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、低い水準でと

どまっている状態 

 

出典：柏市行動計画 平成 26 年（2014 年）8 月 P25 
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 新型コロナウイルス感染症の場合、ワクチン接種率を考慮して、政府の新型コロナ

ウイルス感染症対策分科会により、目的別に指標が設定された。 

新型コロナウイルス感染症が発生し、ワクチンの接種率が低い段階では、新規陽性

者数と医療逼迫との関係の検証を基に、「ステージ」「フェーズ」といった指標が取り

入れられた。「ステージ」は感染状況に応じて必要な対策を実施する指標であり、「フ

ェーズ」感染症患者向けの病床および宿泊療養施設を計画的に確保していくために定

める段階で、都道府県別に国内の実績から患者の推計を行い、フェーズごとの必要な

病床数が設定された。 

ワクチン接種率が高まった段階で、医療逼迫の状況に重点を置いた 5 つの「レベル」

という新たな指標が取り入れられた。各レベルで必要な対策を機動的に講じるタイミ

ングは都道府県がこれまで用いてきた予測方法や様々な指標から総合的判断する。 

以下にステージ、フェーズ、レベルの考え方を示す。 

 

表 2.2.2 4 つのステージ（新型コロナウイルス感染症） 

ステージ 状態 対応策 

ステージ１ 感染散発 感染者が散発的に発生 
3密回避など基本的な感

染予防の徹底 
ステージ 2 感染漸増 

感染者が徐々に増加 

医療提供体制への不可が蓄積 

ステージ 3 感染急増 
感染者が急増 

医療提供体制に支障 

イベント開催の見直しな

ど 

ステージ 4 感染爆発 
爆発的な感染拡大が起き医療体

制が機能不全に 
緊急事態宣言 

 

 
出典：今後を見据えた新型コロナウイルス感染症の医療提供体制整備について 

令和 2 年 6 月 19 日 厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部 別紙 1 

図 2.2.3 フェーズが 4 段階の場合のイメージ  
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表 2.2.3 5 つのレベル（新型コロナウイルス感染症） 

レベル 目安の数値指標 医療への影響 主な対策 

0 感染者ゼロ 感染者ゼロ （新規感染者数ゼロ） 基礎的な感染対策 

1 維持すべき なし 一般医療は安定 基礎的な感染対策 

2 
警戒を強化

すべき 

都道府県が指標を設

定 

医療全体に負荷がある

が、患者に対応可 

感染リスクが高い行動

回避の呼びかけ。保健

所体制強化と病床確保 

3 
対策を強化

すべき 

3週間後に確保病床

が埋まるか、病床使

用率が 50%超 

一般医療を相当程度制

限しないと、コロナに対

応できない 

強い対策（緊急事態宣

言、まん延防止等重点

措置など） 

4 避けたい なし 

一般医療を大きく制限

しても、コロナに対応で

きない 

一般医療をさらに制

限、保健所の調査を重

点化 

 

 政府の新型コロナウイルス感染症対策分科会で設定された指標を受け、千葉県の場

合、以下のとおり、レベルの移行の考え方や指標等を定め、想定される要請内容をま

とめている。なお、要請内容および開始時期の決定に当たっては、感染状況や変異株

の最新の知見等を踏まえ、1 都 2 県と連携しながら総合的に判断し、必ずしもレベル移

行と同時に開始するものではないものとしている。 

 

レベルの移行に係る主な考え方および特徴 

（1）時機を逸することなく医療提供体制の確保や感染拡大防止対策を実行できるよう、

設定した指標により直ちに次のレベルに移行できるようにした。 

（2）特に、レベル１からレベル２への移行に当たっては、医療のひっ迫の状況等の指

標も含めた６つの指標を設定し、そのいずれか一つでも目安を超えた場合には、

直ちにレベル２へ移行することとした。 

（3）本県は、東京都の感染動向の影響を強く受けるため、東京都のレベルの状況も指

標として設定し、効果的な感染対策に資することとした。 

出典：千葉県新型コロナウイルス感染症対策本部 報道資料 令和 3 年 12 月 9 日 

 

 

 

 

 

 

 

2-6



表 2.2.4 レベル移行の指標について（千葉県） 

 
出典：千葉県新型コロナウイルス感染症対策本部 報道資料 別紙 1 令和 3 年 12 月 9 日 

 

 

表 2.2.5 感染拡大に伴う想定される主な要請内容（千葉県） 

 

出典：千葉県新型コロナウイルス感染症対策本部 報道資料 別紙 2 令和 3 年 12 月 9 日 
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新型インフルエンザ等の種類により、対応方法が異なることから、下水道 BCP（感染

症対策編）では、柏市行動計画の発生段階を参照し、表 2.2.6 のとおり発生段階を定

義する。 

 

表 2.2.6 発生段階（下水道 BCP（感染症対策編）） 

 

  

下水道BCP
（感染症対策編）

未発生期 新型インフルエンザ等が発生していない状態。

海外発生期 海外で新型インフルエンザ等が発生した状態。

国内で新型インフルエンザ等の患者が発生しているが、
すべての患者の接触歴を疫学調査で追える状態。

国内のいずれかの都道府県で新型インフルエンザ等の患
者の接触歴が疫学調査で追うことができなくなった状
態。

県内まん延期

県内で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学調査
で追うことができなくなった状態（国内感染期のうち、
県内で感染拡大からまん延、患者の減少に至る時期）。
まん延防止等重点措置期間中。

県内感染期

県内で新型インフルエンザ等の患者の接触歴が疫学調査
で追うことができなくなった状態（国内感染期のうち、
県内で感染拡大からまん延、患者の減少に至る時期）。
緊急事態宣言期間中。

小康期
新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、低い水準
でとどまっている状態。

国内発生期

状態
柏市行動計画

発生段階

小康期

国内感染期

国内発生早期

海外発生期

未発生期

県内・市
内感染期
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2.3 物資・サービス確保 

 業務継続のためには、人員とともに事業継続に必要な物資・サービスの確保が必要

になる。通常業務の遂行に必要となるもののほか、感染拡大防止対策のために必要な

物資や、人員計画上テレワークを取り入れる場合には、必要な機器をそろえておく必

要がある。このため、業務ごとに必要な物資・サービスをリストアップし、調達先が

休業する事態を考慮して、不足すると支障を来す物資については、多めに備蓄してお

く、もしくは、複数調達先と事前に協議し、確保に努めることが望ましい。 

 表 2.3.1 に必要物資・サービス確保の取り組み例を示す。 

 

表 2.3.1 必要物資・サービス確保の取り組み例 

 

出典：事業者における新型インフルエンザ事業継続計画策定の手引き 平成 22 年 3 月 国

土交通省危機管理室 Ｐ17 

 

 後述の「3. 非常時対応計画」に示すとおり、下水道関連課の通常業務のうち継続

中の工事および包括委託で実施中の維持管理に係る進捗管理や監督、下水道施設の定

期点検や保守業務、各種問い合わせ対応を継続して行う。したがって、これらに関連

する委託会社との連携や、物資は常備しておく必要がある。 

柏市の場合、日常の維持管理業務に必要な資機材は委託先にて手配を行うため、感

染拡大防止対策として必要な物資・サービスを整理する。表 2.3.2 に新型インフルエ

ンザ等発生時に必要な物資、表 2.3.3 に継続する業務について委託先・請負先休業時

の対応策を示す。なお、必要な物資のうち消耗品の必要数は委託先の休業や在庫切れ

を想定した保管分とし、感染防止拡大対策の一貫である在宅勤務や Web 会議を行う場

合の必要設備も含める。 
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表 2.3.2 拡大防止対策に必要な備品 

 

※加湿器、防護服は現況では不要のため、必要数量をなしとする。 

 備品は別途台帳を用意して管理することが望ましい。 

 

  

　品　名
必要
数量

単位 調達先休業時の対応 備　考

Web会議システム 5 台 ― 必要数：各課1台想定

在宅勤務用PC 台 ― 各職員に配備されたPCを使用

不織布マスク 500 枚 休業前に必要数を確保
必要数：出勤者数半分とした場合の1月分を
想定

消毒用アルコール
（濃度70％以上95％以下の
エタノール）

6 L 休業前に必要数を確保
手指の消毒用
（必要数：出勤者数半分とした場合の1月分
を想定）

液体せっけん 6 個 休業前に必要数を確保
手指の消毒用
（必要数：男女トイレ1本ずつ）

うがい薬 3 L 休業前に必要数を確保
必要数：出勤者数半分とした場合の1月分を
想定

ゴム手袋（使い捨て） 12 箱/100枚 休業前に必要数を確保
管路施設緊急点検時使用想定
（必要数：点検調査職員が1日2枚使用すると
した1月分を想定）

加湿器 台

湿度計 3 台 ― 必要数：各階1台想定

体温計 1 台 ― 必要数：全課で1台想定

非接触型体温計 1 台 ― 必要数：全課で1台想定

窓口用フィルム（アクリル
板）

6 箇所 ― 竣工時設置済

座席用アクリル板 31 箇所 ― 必要数：会議室2、座席29

次亜塩素酸ナトリウム溶液
(濃度0.05％)

3 箱/20L 休業前に必要数を確保 設備や器具の消毒用

洗浄剤（界面活性剤含む） 6 本 休業前に必要数を確保 清掃用（必要数：各課2本を想定）

保護メガネ 20 個 休業前に必要数を確保 管路施設緊急点検時使用想定

フェイスシールド 600 枚 休業前に必要数を確保
管路施設緊急点検時使用想定
（必要数：点検調査職員が1日1枚使用すると
した1月分を想定）

防護服 着 管路施設緊急点検時使用想定

2-10



表 2.3.3 対象サービスおよび対応策 

 

対象サービス 委託先・請負先 対応部署 委託先・請負先休業時の対応策

公営企業会計システム ㈱フューチャーイン 経営企画課 委託先にて代替者を用意

公共下水道等の工事 ― 下水道工務課 請負先の休業明けに請負先にて対応

長寿命化事業 ― 下水道工務課 請負先の休業明けに請負先にて対応

篠籠田貯留場維持管理 ㈱ウォーターエージェンシー 下水道工務課 委託先にて代替者を用意

柏ビレジポンプ場保守点検 昱㈱ 下水道工務課 委託先にて代替者を用意
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2.4 情報連絡体制 

 実効的な BCP を策定し、発動時に円滑に対応するためには、策定時・発動時双方に

おいて、関係者との情報共有・意見交換・調整等（以下「リスクコミュニケーション」

という。）を実施することが重要である。 

策定時においては、関係者と業務継続における取組内容の調整、新型インフルエン

ザ等発生時には関係者へ感染防止対策の要請や業務継続方針について理解を得ること

が必要になる。 

 表 2.4.1 にリスクコミュニケーションの例、表 2.4.2 に下水道 BCP（感染症対策編）

の発生段階別リスクコミュニケーションを示す。 

 

表 2.4.1 リスクコミュニケーション例

 

出典：事業者における新型インフルエンザ事業継続計画策定の手引き 平成 22 年 3 月 国

土交通省危機管理室 Ｐ20 
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表 2.4.2 発生段階別リスクコミュニケーション

 

※対応主担当不在時は次席。 

未発生期 海外発生期 国内発生期 県内まん延期 県内感染期 小康期

国・県 総務課長
・国、県の方
針の確認

・海外や国内での発
生情報や政府等の対
策等の情報収集等
・国、県の指示の確
認、それに対する対
応
・対策実施上の問題
点等の意見交換

市
（対策本
部）

総務課長
・市の方針の
確認

・市の方針や指示内
容の確認、それらに
対する対応
・職員の健康状態の
報告
・市全体状況の情報
収集
・対策実施上の問題
点等の意見交換

職員 総務課長

・業務分類、
人員計画等の
対策の調整と
共有
・対策の共
有、対策実施
上の問題点等
の意見交換

・市の対策方針の共
有、それらに対する
対応
・対策実施上の問題
点等の意見交換

業者 各所属長
・対策実施上の問題
点等の意見交換

顧客
（市民）

各所属長

その他
関係先

各所属長
・感染拡大防止対策実施の呼びかけ
・感染状況や業務継続状況を随時情報交換

・業務継続方針や縮小方針につ
いての協議
・発生時の対応等の協議
・連絡体制の整備

・海外や国内での発生情報や政府等の対策等の情報収集等
・国、県の指示の確認、それに対する対応

・市の方針や指示内容の確認、それらに対する対応
・り患者発生時の体制の確認
・職員の健康状態の報告
・市全体状況の情報収集
・職員不足時の代替要員確保に関する協議

関係先
発生段階

・業務縮小等に関連した対応
・感染拡大防止対策実施の呼びかけ
・感染状況や業務継続状況を随時情報交換

・市の対策方針の共有、それらに対する対応
・業務分類、人員計画等の対策の調整と共有
・対策の共有、対策実施上の問題点等の意見交換
・感染拡大防止対策実施の呼びかけ

・窓口業務に関する今後の対応方針のお知らせ
・問い合わせ対応

下水道関連課

対応主担当
※
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